
平成２６事業年度

決　算　報　告　書

自　　平成２６年 ４ 月 １ 日

至　　平成２７年 ３ 月３１日

国立大学法人東京海洋大学



国立大学法人　東京海洋大学

（単位 ： 百万円）

　収 入

運営費交付金 5,604           5,593 △ 10 （注１）

施設整備費補助金 1,061           896 △ 165 （注２）

船舶建造費補助金 3,153           3,138 △ 15 （注３）

補助金等収入 423             499 76 （注４）

国立大学財務・経営センター施設費交付金 34               34 -

自 己 収 入 1,743           1,762 18 

授業料及び入学金検定料収入 1,588           1,530 △ 58 （注５）

雑 収 入 155             232 77 （注６）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,430           1,085 △ 344 （注７）

目的積立金取崩 -                 22 22 （注８）

計 13,448          13,032          △ 417 

　支 出

業 務 費 7,347 7,051 △ 297 （注９）

教育研究経費 7,347 7,051 △ 297 

施設整備費 1,095 930 △ 165 （注１０）

船舶建造費 3,153 3,138 △ 15 （注１１）

補助金等 423             499 76 （注１２）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 1,430 975 △ 454 （注１３）

計 13,448          12,595          △ 855 

収入－支出 -                 437 437 

（記載額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しています。そのため合計額等が一致しないことがあります。）

備考

○予算と決算の差異について

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

運営費交付金については、次年度へ繰越されることとなった事業等により、予算額に比して決算額が
１０百万円少額となっています。

施設整備費補助金については、当年度完了を見込でいた事業が翌年度に繰越されることとなったこと
等により、予算額に比して決算額が１６５百万円少額となっています。

船舶建造費補助金については、予算計画段階で見込んでいた金額よりも執行額が少額になったこと
等により、予算額に比して決算額が１５百万円少額となっています。

補助金等収入については、予算計画段階では予期していなかった交付等により、予算額に比して決
算額が７６百万円多額となっています。

授業料及び入学金検定料収入については、授業料が予算計画段階で見込んでいた金額よりも少額と
なったこと等により、予算額に比して決算額が５８百万円少額となっています。

雑収入については、科学研究費補助金間接経費を受け入れたこと等により、予算額に比して決算額
が７７百万円多額となっています。

平成２６年度　決算報告書

区　　　　　　　　分 予 算 額 決 算 額
差額

（決算-予算）
備考
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（注７）

（注８）

（注９）

（注１０）

（注１１）

（注１２）

（注１３）

○決算報告書の決算額と損益計算書の計上額の集計区分の相違の概要について

・収入（収益）について

・

・

・支出（費用）について

・

・

決算報告書の「授業料及び入学金検定料収入」には、平成２６年度中に納付された平成２６、２７年度の授業料
が含まれています。損益計算書の「授業料収益」には、平成２５、２６年度中に納付された平成２６年度授業料の
うち収益化された額を計上しています。

決算報告書の「運営費交付金」には、当期に受け入れた運営費交付金全額及び前期から債務として繰越した運
営費交付金の支出額と同額を計上しています。損益計算書の「運営費交付金収益」には、そのうち収益化された
額を計上しています。

決算報告書の「教育研究経費」には、損益計算書の「教育経費」、「研究経費」、「教育研究支援経費」及び「教員
人件費」、「役員人件費」、「職員人件費」、「一般管理費」等が含まれています。

決算報告書の「業務費」には、現金の支出を伴う取引を計上しています。損益計算書の「業務費」には、減価償却
費等現金の支出を伴わない取引も計上しています。

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、次年度へ繰り越して実施する受託研究等が
見込より多額となったこと等により、予算額に比して決算額が４５４百万円少額となっています。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、受託研究経費の受入減等により、予算額に比し
て決算額が３４４百万円少額となっています。

目的積立金取崩については、年度途中に承認を受けた事業を実施したことにより、予算額に比して決
算額が２２百万円多額となっています。

業務費については、管理経費の節減に努めたこと、次年度へ繰り越して実施する事業費が見込より
多額となったこと等により、予算額に比して決算額が２９７百万円少額となっています。

（注２）に示した理由により、予算額に比して決算額が１６５百万円少額となっています。

（注３）に示した理由等により、予算額に比して決算額が１５百万円少額となっています。

（注４）に示した理由等により、予算額に比して決算額が７６百万円多額となっています。
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